
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　原判決および第一審判決を破棄する。

　　　　　本件公訴事実中起訴状別表番号１ないし１２の部分につき被告人を免訴

する。

　　　　　本件のその余の部分を岡山地方裁判所に差し戻す。

　　　　　　　　　理　　　　由

　弁護人裾分正重の上告趣意一は、憲法三一条違反をいうが、実質は、入場税法二

八条の解釈を争う単なる法令違反の主張であり、同二は、量刑不当の主張であつて、

いずれも適法な上告理由にあたらない。

　しかし、職権をもつて調査すると、第一審判決およびこれを是認した原判決には、

以下説明する理由により、判決に影響を及ぼすべき法令違反があつて、これを破棄

しなければいちじるしく正義に反するものと認める。

　本件公訴事実の要旨は、

　「被告人はＡ興行部名義で倉敷市ａ町ｂ番地において入場税法一条掲記の興行場

である常設映画館Ｂを経営する者であるが、被告人から雇用され同劇場の支配人と

して同劇場の業務一切を統轄処理していたＣは、被告人の業務に関し、同劇場に入

場した観客より徴収した入場料の一部を秘匿しこれに対する入場税を逋脱しようと

企て、別表記載のとおり、昭和三二年一月より同三三年一一月までの間二三回にわ

たり、一部の入場者に対しては所定の入場券を交付せず、あるいは、一度交付した

入場券の半片を切り取らず再使用するなどしたうえ、これに該当する部分を所定の

正規帳簿に減額して記載し、これを所定の申告に際し控除して所轄倉敷税務署長宛

申告し、もつて不正な方法により、昭和三二年一月分より同三三年一一月分までの

入場税合計金八三万六九九〇円を逋脱した。」

というものであり、右別表の内容は、本判決末尾添付の別表に記載したとおりであ
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る。

　してみると、右各罪についての公訴時効は、昭和三七年法律第五〇号による改正

前の入場税法二五条三項により、各犯行の終わつたときから進行を開始したのであ

るが、記録によると、本件は、国税犯則取締法一三条一項但書（証憑隠滅のおそれ）

によつて告発されたものであるため、同法一四条の通告処分がなく、したがつて、

右各罪の公訴時効は、同法一五条による中断がないまま、昭和三六年一月一三日の

公訴提起まで、その進行を続けたことが明らかである。

　ところで、右入場税法二八条のいわゆる両罰規定における事業主としての法人ま

たは人に対する公訴時効は、その法人または人に対する法定刑である罰金刑につき

刑訴法二五〇条五号により定められた三年の期間を経過することによつて完成する

ものと解すべきことは、当裁判所大法廷判決（昭和二九年（あ）第一三〇三号同三

五年一二月二一日宣告、刑集一四巻一四号二一六二頁）の趣旨に照らして明らかで

あるから、前記別表の番号１から１２までの各罪については、各犯行後三年の期間

の経過により、公訴提起前に公訴時効が完成していたものといわなければならない。

　してみれば、右１から１２までの各罪については、被告人に対し免訴の言渡をす

べきであつたにかかわらず、看過してこれを有罪とし、刑の言渡をした第一審判決

およびこれを是認した原判決は、ともに違法であつて、これを破棄しなければいち

じるしく正義に反するものと認める。

　次に、その余の罪（前記別表の番号１３から２３までの各罪）について検討して

みると、原審が是認した第一審判決は、前記公訴事実のとおり、被告人は映画館Ｂ

を経営していたものであるが、使用人Ｃが被告人の業務に関し当時Ａ興業部の実質

上の権力者であつたＥ（被告人の姉）および右興業部の総支配人格のＦらの指示に

より同人と共謀し、入場税を逋脱したとの事実を認定したうえ、入場税法二八条、

二五条を適用して、被告人を罰金刑に処している。
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　そして、原審弁護人が、「被告人は原判示Ａ興業部の経営名義人ではあるが、こ

れは単に名目のみに過ぎず、当時事業を統轄支配したこともなければ従業員を指揮

監督したこともない」旨を主張したのに対し、原判決は、「本件記録を精査するに、

被告人が原判示事業の名義人たることは明白であり、かつ、当時被告人が病弱であ

つたこともあつて、その事業経営の実権はもつぱら実質的かつ具体的には被告人の

実姉であるＥの掌握するところにして、収益はほとんど同女に帰属し、さらに同女

の指示に基き、被告人の具体的直接的には関知しないところで、被告人の雇傭する

従業者たるＦ、Ｃらによつて、本件入場税の逋脱がなされた事実は所論のとおり認

定できる」として、弁護人の前記主張を肯定しながら、なお第一審判決が前記認定

事実に入場税法二八条を適用したのは違法でないと判示している。

　ところで、入場税法二八条は、使用人等の違反行為に関し行為者のほかに業務主

たる法人または個人を処罰することを定めたいわゆる両罰規定であるが、右業務主

にあたる者がだれであるかは同法三条の定めるところであり、同条によれば、興行

場等の経営者または主催者は、入場料金について入場税を納める義務があるとされ

ている。ここに、経営者または主催者とあるのは、いずれも実質的にその責任にお

いて経営または主催する者をいい、単なる名義人にすぎない者は、これにあたらな

いものと解するのが相当である。

　記録を調べてみると、被告人は単なる名義人にすぎず実質的経営者はＥであつた

かのような証拠もあれば、被告人も実質的に経営に関与していたかのような証拠も

あり、いずれにしても、本件のように経営名義人のほかに経営の実権者が存在した

場合には、はたしてだれが実質的にその責任において経営する者であつたかを確定

しなければ、本件に対する正当な法令の適用ができないものといわなければならな

い。しかるに、第一審判決は、この点を確定しないまま被告人に入場税法二八条を

適用し、原判決もまた、被告人が単なる経営名義人であつたとしても同条の適用が
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あると解しているかのような判示をして第一審判決を維持したのは、いずれも法令

の解釈を誤つた結果審理を尽くさなかつたもので、原判決および第一審判決を破棄

しなければいちじるしく正義に反するものと認める。

　よつて、刑訴法四一一条一号により原判決および第一審判決を破棄し、本件公訴

事実中起訴状別表番号１ないし１２の部分については、同法四一三条、四一四条、

四〇四条、三三七条四号により被告人を免訴し、本件のその余の部分については、

さらに審理を尽くさせるため同法四一三条本文により本件を岡山地方裁判所に差し

戻すこととし、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。

　検察官高木一　公判出席

　　昭和四四年一〇月三日

　　　　　最高裁判所第二小法廷

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　草　　　鹿　　　浅　之　介

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　城　　　戸　　　芳　　　彦

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　色　　　川　　　幸　太　郎

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　村　　　上　　　朝　　　一

＜記載内容は末尾１添付＞
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